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平成２４年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業 

（待機時消費電力調査）報告書概要 
 

資源エネルギー庁 

省エネルギー対策課 

 

１．はじめに 

 

 近年の内外におけるエネルギー消費量の著しい増加、国際的な地球環境問題への関心の高まり

などの状況の下、エネルギー消費と密接に関連する地球温暖化問題などの解決に向け、エネルギ

ー需要の伸びを低い水準で抑えていくことが喫緊の課題となっている。特に、我が国のエネルギ

ー消費を部門別に見ると、民生部門は、運輸部門とともに高い伸びを示しており、民生部門の一

層強力な省エネルギー対策の推進を図ることが必要不可欠な状況となっている。 

一方、電気機器およびガス・石油機器で消費される電力には、使用している時に消費される電

力のみならず、使用していない時にも消費される電力があり、これが「待機時消費電力」と呼ば

れている。この待機時消費電力の問題は国際的な課題として、国際機関や各国において研究や削

減への取り組みが行われている。また、我が国においても「京都議定書目標達成計画」の中で、

この待機時消費電力の削減が地球温暖化対策の一つとして挙げられている。 

これらの状況を鑑みると、伸び続ける民生部門のエネルギー需要、とりわけ家庭部門のエネル

ギー需要を抑制し、我が国のエネルギー利用の効率化と省エネルギーの進展を図るためには、機

器の更なる省エネルギー化、および機器に使用されるデバイスの低損失化に加え、待機時消費電

力の削減が重要な課題であると考えられる。 

そこで、本事業では、家庭における待機時消費電力に関する調査により、一世帯あたりの年間

の待機時消費電力量の推計やメーカーなどの待機時消費電力削減に向けた取り組み状況などを取

りまとめ、今後の待機時消費電力削減の可能性や削減に向けた課題の抽出などを行うことを目的

とする。 

 

２．事業概要 

 

本事業は以下の５つの事業から構成される。 

・家庭所有機器の使用実態調査（使用実態調査） 

・家庭所有機器の待機時消費電力調査（ストックベース調査） 

・現販売機器の待機時消費電力調査（フローベース調査） 

・待機時消費電力量の推計、待機時消費電力量削減の可能性および今後の課題 

 

使用実態調査では、全国の一般世帯に対し、家庭で所有されている待機時消費電力が発生する

と考えられる電気機器およびガス・石油機器などの所有台数とその使用時間や非使用時のコンセ

ントへの接続状況などの使用状況に関する項目を調査する。これにより、機器の種類ごとに保有
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率と待機時消費電力発生時間をまとめ、家庭における待機時消費電力量の推計に活用する。また、

機器の使用状況や使用方法が待機時消費電力に与える影響などの分析を行う。 

ストックベース調査では、実際に家庭で使用されている電気機器およびガス・石油機器などの

待機時消費電力を計測する。これにより、機器の種類ごとに待機時消費電力をまとめ、家庭にお

ける待機時消費電力量の推計に活用する。また、計測による待機時消費電力の状況などの分析を

行う。 

フローベース調査では、日本国内で電気機器およびガス・石油機器などを販売しているメーカ

ーなどに対して、販売されている機器の待機時消費電力と、メーカーの待機時消費電力削減の取

組状況などを調査する。これにより、現在販売されている機器の種類ごとに待機時消費電力をま

とめ、家庭で所有されている機器が現在販売されている機器に置き換わった場合の待機時消費電

力量の推計などに活用する。また、メーカーの取組状況などの分析を行う。 

使用実態調査とストックベース調査を踏まえ、一世帯あたりの年間の待機時消費電力量や機器

の使用方法による待機時消費電力量の削減量を推計し、全体や個別機器ごとに過去との比較など

の分析を行う。使用実態調査とフローベース調査を踏まえ、家庭で所有されている機器を現在販

売されている機器に置き換えた場合の一世帯あたりの年間の待機時消費電力量を推計し、家庭全

体や個別機器ごとの分析を行う。本調査結果を踏まえ、今後の家庭やメーカーの取り組みによる

全体の待機時消費電力量の削減の可能性や使用方法の改善などに向けた課題を抽出する。 

また、平成11度に待機時消費電力調査を実施するにあたり、待機時消費電力の定義を定め、平

成20年度まで同じ定義による継続調査を実施している。他方、近年の機器の多機能化に加えて使

用状況も多様化が進んでおり、システムも複雑になりつつあることから、日本の業界団体などに

おける定義や海外における定義など最新情報を収集し、平成11年度に定められた定義との相違点

について整理し、新たな定義に変更した場合の継続性の問題や今後の課題の抽出などを行う。 

 

 

事業の構成 
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３．結果概要 

 

 家庭における機器の保有状況、待機時間、待機時消費電力に関する調査結果より、一世帯あた

りの待機時消費電力量は228kWh/年と推計される。これは、併せて本調査で集計した一世帯あたり

の全消費電力量4,432kWh/年の5.1％に相当するものである。 

家庭の消費電力量 4,432kWh/年・世帯 待機時
消費電力量
228kWh/年・世帯

5.1%

機器使用によ
る消費電力量

94.9%

 

家庭の消費電力量に占める待機時消費電力量の割合 

 

 待機時消費電力量が多い機器はガス温水器、テレビ、冷暖房兼用エアコン、電話機、BD・HDD・

DVDレコーダーなどである。また、大区分別では、映像・音響機器、給湯機器、情報・通信機器な

どが大きな割合を占めている。 

ガス温水器

19%

テレビ

10%

冷暖房兼用

エアコン

8%

電話機

8%

BD・HDD・DVD

レコーダー

6%

温水洗浄

便座

5%

パソコン

4%
電子レンジ・

オーブンレンジ

3%

パソコン

ネットワーク

機器

3%

インターホン

セット

2%

その他

32%

 

※ガス温水器は、ガス給湯器、ガス給湯付きふろがまを含む 

待機時消費電力量機器別構成比 

 

 

映像・音響

機器

28%

給湯機器

27%

情報・通信

機器

19%

照明・その他

機器

15%

冷暖房・空調

機器

11%
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今回推計された一世帯あたりの待機時消費電力量228kWh/年は、平成20年度調査の待機時消費電

力量285kWh/年に比べ、57kWh/年減少した。また、全消費電力量に占める待機時消費電力量の割合

は5.1％で、平成20年度調査時の6.0％と比べ、0.9ポイント減少した。また、大区分別にみるとい

ずれの機器も減少しており、特に給湯機器や冷暖房・空調機器が大きく減少している。 
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家庭における待機時消費電力量の過去調査結果との比較 

 

 待機時消費電力量削減の可能性として、主電源オフを徹底した場合、今回推計した228kWh/年が

184kWh/年となり、19％の削減効果が期待される。さらに、プラグをコンセントから抜いても機能

への支障が少ない機器について、非使用時にプラグを抜く、あるいは節電タップなどを利用して

完全に非通電状態にすることを徹底した場合は116kWh/年となり、228kWh/年に対して49％の削減

効果が期待される。なお、プラグを抜くという行為はコンセントの位置や使い勝手などの問題に

加え、機器によっては安全面や耐久性などの問題もあることに留意が必要である。 
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機器の使用法による待機時消費電力量の削減効果 
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ストックベース調査およびフローベース調査の結果として、家庭所有機器と現販売機器の待機

時消費電力を以下に示す。家庭では古い機器も使われているため、最新の機器を調べるフローベ

ース調査の結果よりもストックベース調査の結果は大きな値となっている。フローベース調査で

は0Wあるいは1W以下の機器が多くなっている。 
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※テレビは起動時間を短くするための待機状態である高速起動設定時の値を含む場合と含まない場合の両方を表示      

家庭で所有されている主要機器（ストックベース）の待機時消費電力・標準モード 
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※テレビおよびビデオ等内蔵テレビは起動時間を短くするための待機状態である高速起動設定時等の値を含む場合と含まない場合の両方を表示 

現在販売されている主要機器（フローベース）の待機時消費電力・標準モード 
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４．今後の課題 

 

○待機時消費電力削減の可能性や使用方法の改善に向けた課題 

 家庭における待機時消費電力量を削減するためには、待機時消費電力の低い機器が流通し、さ

らに、機器がどのような待機状態で何Wの電力を消費するのか、使用者が容易に認識できるような

状況を整備する必要がある。また、使用者には待機時消費電力量を削減する意識を持ってもらう

ことが必要である。 

 これらの課題解決のためには関係者の協力が不可欠である。メーカーにおいては、待機時消費

電力の低い製品を開発・販売し、それらの情報を積極的に公開してもらうことが期待される。ま

た、さらに取扱説明書などで待機状態の説明やその時の消費電力を明示するなど、使用者にとっ

ての使い勝手の良さなどの利点と、それにより増えてしまう消費電力などの負担の両面を認識で

きるような情報提供が必要である。一方、「家庭の省エネ診断」の実施などにより、消費電力と

その時の状況を把握して、使用者がその後の行動を変更するための判断材料を提供することが求

められる。 

 これまで電気機器およびガス・石油機器の待機時消費電力は、それぞれの業界の自主的取組が

効果を上げている。一方、製品の低価格化に伴い海外生産品の割合が増えてきている機器におい

ては、自主的取組の効果が低くなる可能性があり、その場合には何らかの基準が必要となること

も考えられる。 


